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学校関係者評価委員会を開催し、学校法人大原学園 大原簿記専門学校神戸校の令和 4 年度

自己点検・評価報告書に基づいて学校関係者評価を実施しております。 

令和 4 年度自己点検・評価報告書を基準に、特に提言頂きたい重点項目を次頁以降に記載

されている点に絞り込み、学校関係者 評価委員へ事前に伝達した上で開催しました。 

 

1.実施日 

令和 5 年 8 月 1 日（火） 

 

2.実施会場 

大原簿記専門学校神戸校 061 教室 

 

3.出席者 

(1)学校関係者評価委員 

 釜田 亮佑 様(釜田税理士事務所 所長 税理士) 

黒木 輝幸 様(株式会社サップス) 

上野 雄一 様(青山商事株式会社 法人部 マネジャー) 

原田 修明 様（自衛隊兵庫地方協力本部神戸出張所 所長) 

内橋 照夫 様(全国国立病院事務部長協議会 近畿支部 副会長) 

<欠席>  

前原 啓二 様(前原会計事務所ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ・ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ有限会社 所長 公認会計士) 

原口 哲也 様(洋服の青山 三宮店 上席店長) 

久保田 知志 様（医療法人沖縄徳洲会 神戸徳洲会病院 医事課 課長補佐） 

※欠席委員 3 名より委員長一任の承諾を事前に頂戴している 

 

(2)事務局 

  三好 康弘（大原簿記専門学校神戸校 学校長） 

恩知 孝康（大原簿記専門学校神戸校 課長） 

  中谷 匡史（大原簿記専門学校神戸校 課長） 

  長尾 章吾（大原簿記専門学校神戸校 課長） 



4.自己点検・評価報告書より報告と検討 

 

(1)令和 4 年度の自己点検・評価報告概要 

自己点検・評価報告書を配布の上、概要報告を行った。 

特に問題点の指摘はなかった。 

＜自己点検評価報告書 公開 URL＞ 

https://www.o-hara.ac.jp/about/hyoka/ 

 

(2)学校関係者評価委員からの 提言 項目 

 

① 5-17 中途退学への対応 

 

項目 評価 

5-17-1 退学率の低減が図られているか 60％ 

 

(ｲ) 総括 

退学率の低減は入学者の確保と同様、事業計画における最重要課題の１つとして取り

組んでいる。学生が退学を希望するきっかけとなる時期・理由は多様化しており、今

後は学生指導勉強会の実施等、担当者のさらなる能力向上に向けた取り組みが必要で

ある。家庭との連携も欠かせない。 

 

(ﾛ) 学校関係者の提言 

  挨拶、日常会話など日頃より学生とコミュニケーションを取っておくことが重要であ

る。また、定期的な個人面談を実施し、退学の兆候などを見逃さないようにする体制や

教育シス作りを進めるべきとの提言があった。さらには必要に応じてスクールカウン

セラー設置の必要性についても提言があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.o-hara.ac.jp/about/hyoka/


② 5-20 ご家庭との連携 

 

項目 評価 

5-20-1 ご家庭との連携体制を構築しているか 60％ 

 

(ｲ) 総括 

ご家庭への連絡については定期的に行っている。特に、規定の家庭宛注意文書の発送と

同時期に確実に保護者等への連絡を義務付けている。必要に応じて保護者等に来校して

いただき、面談も行っている。しかし、業務時間内に連絡を取ることが難しく、また理

解を得られない保護者等も年々増えているのが現状であり、担任の負担が増している。 

 

(ﾛ)学校関係者の提言 

学生に何かあった時は、保護者に必ず連絡を入れ、状況及び情報を共有することで担当

者側のみで抱え込まないようにすることが重要である。なお、学生の今後を説明した上

で、保護者に危機感を共有してもらうことも重要である。また、担当者が孤立すること

なく、課やチームで対応する必要性もあるとの意見があった。 

さらに、実施が可能であれば、オンライン参観など子供が成長している姿を確認い

ただくことで、目標を再認識してもらうことも有用ではないかと提言があった。 

 

 

 

5.学校関係者委員会総括 

大原簿記専門学校神戸校の今回の自己点検・評価報告書の内容については、概ね適正

に運営されているとの評価をしている。教育理念に基づいた運営方針が明確に定めら

れており、その理念を達成するための事業計画の策定、研修制度の確立を通じて有為

な人材育成が行われている。 

   今年度より本格的に行事運営やクラブ活動なども再開しており、学生同士のコミュ

ニケーションの機会も増えることで、人間形成に必要な経験をより積むことができ

る。大原学園では高い就職率・資格合格率・公務員合格率を引き続き維持していただ

くともに、学生生活から得られる人間関係や成長の機会を提供することで、社会に貢

献できる人材の育成に取り組んでいただきたい。 


